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平成31年度税制改正主要事項

１．新規・拡充事項

（１） 農業経営基盤強化促進法の改正を前提に、一定の事項が定め

られた農用地利用規程に基づき行われる農用地利用改善事業の

実施区域内にある農用地が、当該農用地の所有者の申出に基づ

き農地中間管理機構に買い取られる場合を２千万円特別控除の

適用対象に追加（所得税・法人税）

（２） 特定農産加工業経営改善臨時措置法等の改正を前提に、同法

に規定する承認計画に係る施設に対する事業所税の課税標準の

特例措置について、菓子製造業、パスタ製造業及び砂糖製造業

を適用対象に加えた上、適用期限を延長（事業所税）

２．延長事項

（１） 農業競争力強化支援法に基づく事業再編計画の認定を受けた

場合の事業再編促進機械等の割増償却等の２年延長（所得税・

法人税、登録免許税）

（２） 利用権設定等促進事業により農用地等を取得した場合の所有

権の移転登記の税率の軽減措置等の２年延長（登録免許税・不

動産取得税）


